
建設リサイクル法に
ついて
佐賀県県土整備部建設・技術課
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建設リサイクル法とは

 正式名称

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律

（平成１２年制定 平成１４年施行）

 目的

特定の建設資材について、その分別解体等及び再資源化等を促
進するための措置を講ずるとともに、解体工事業者について登録
制度を実施すること等により、再生資源の十分な利用及び廃棄物
の減量等を通じて、資源の有効な利用の確保及び廃棄物の適正な
処理を図り、もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に
寄与することを目的としています。

（建設リサイクル法 第１条より）
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対象となる工事
建設リサイクル法では、一定規模以上の建設工事（対象建設工事）につ

いて、一定の技術基準に従って、その建築物等に使用されている資材（特
定建設資材）を現場で分別するとともに、特定建設資材の廃棄物を再資源
化することを義務付け

 対象建設工事

○ 建築物の解体工事：延べ面積80㎡以上

○ 建築物の新築・増築工事：延べ面積500㎡以上

○ 建築物の修繕・模様替工事：請負金額1億円以上

○ 建築物以外の解体又は新築工事：請負金額500万円以上

 特定建設資材

○ コンクリート

○ コンクリート及び鉄から成る建設資材

○ 木材

○ アスファルト・コンクリート
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建設リサイクル法の手続きの流れ

（出典：環境省 建設リサイクル法 リーフレット）
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（出典：環境省 建設リサイクル法 リーフレット）

対象建設工事の事前届出について
対象建設工事を実施しようとする場合、事前に届出を行う

必要があります。

※届出を行わない場合、20万円以下の罰金となることがあります。
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分別解体と再資源化
対象工事を行う場合は、分別解体や再資源化が義務付けられます。

分別解体

・対象建設工事受注者に対して、分別解体を義務付け。
・分別解体は、一定の技術基準に従い、建築物等に用いられた特定建
設資材に係る廃棄物をその種類ごとに分別しつつ、計画的に工事をす
る等により実施。

再資源化

・対象建設工事受注者に対して、分別解体に伴って生じた特定建設資
材廃棄物の再資源化を義務付け。
・なお、木材については、一定距離以内に再資源化施設がないなど、
再資源化が困難な場合には縮減も可。

・コンクリート廃材
・アスファルト廃材
・廃木材

再資源化等
・再生骨材
・再生アスファルト合材
・木材チップ 等

分別解体

※分別解体、再資源化等の適正な実施に必要な行為をしない場合の措置命令に従わない場合、
50万円以下の罰金となることがあります。 6



工事完了後の報告

発注者への報告事項

○ 再資源化等が完了した年月日
○ 再資源化等をした施設の名称及び所在地
○ 再資源化等に要した費用

元請業者は、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは、

発注者へ報告する義務があります。

また、再資源化等の実施状況に関する記録を作成し保存しなけれ

ばいけません。

※再資源化等の記録を作成せず、もしくは虚偽の記録を作成し、
又は記録を保存しなかった場合、10万円以下の過料となることが
あります。
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解体工事業登録制度
解体工事を請け負うには、建設業許可（解体工事業）又は

解体工事業登録が必要です。

500万円以上の解体工事
を請け負う場合

・建設業法に基づく建設業許可（解体
工事業）が必要

500万円未満の解体工事のみ
を請け負う場合

・建設リサイクル法に基づく解体工事
業者登録が必要
・工事を行う場所を管轄する都道府県
ごとに登録が必要

※登録等を受けないで解体工事業を営んだ場合、
１年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金となることがあります。

建設業許可（解体工事業） 解体工事業者登録
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ご清聴ありがとうございました。

お問い合わせ先

佐賀県県土整備部建設・技術課 建設業担当

ＴＥＬ：０９５２－２５－７１５３
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